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   開     議 

 

 

○町田義昭議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の会議に欠席の通告議員はございません。 

よって、ただいまの出席議員は定足数に達して

おります。 

 本日の会議は、配付しております議事日程第

３号をもって進めます。 

 

 

 日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○町田義昭議長 日程第１、市政一般に関する質

問を昨日に引き続き行います。 

 それでは、順次ご指名いたします。 

 

 

 我妻 昇議員の質問 

 

 

○町田義昭議長 順位６番、議席番号３番、我妻 

昇議員。 

  （３番我妻 昇議員登壇） 

○３番 我妻 昇議員 おはようございます。 

 私は、今定例会一般質問に際しまして大きく

３点について質問をさせていただきますが、昨

日の質問と重複する部分が大分ございますので、

当局におかれましては、できるだけ簡潔にご答

弁いただきますようにお願いを申し上げます。 

 最初に、財政がよくなったのならば減税すべ

きではないかという点について質問してまいり

ます。 

 行財政改革、財政再建、公債費負担適正化計

画、定員適正化計画、自立計画、集中改革プラ

ン、さらにその見直しなどなど、まさに長井市

を象徴するような言葉でございます。これまで

長井市は、痛みを伴ったさまざまな改革をせざ

るを得ない厳しい財政状況にありました。現在

では、その努力のかいあって人件費や公債費は

大幅に減少し、実質公債費比率や経常収支比率

の指標も好転しています。さらに県内で初めて

土地開発公社の解散にまでこぎつけることがで

きました。 

 しかし、好転しているといっても依然として

高い数値であり、健全化したとは言えないのが

実情であります。加えて、税収に至っては21年

度決算で２億3,000万円ほどの大幅減少となっ

ており、今年度もまたさらに大きく減少が予想

されます。国からの交付税などが増加している

といっても、依然として厳しい状況に変わりは

ないと思います。 

 このような状況にもかかわらず、市長は「財

政がよくなった」という表現でご自分の実績を

強調しておられますが、本当に財政がよくなっ

たのならば、なぜ思い切った政策を打ち出さな

いのでしょうか。景気刺激策、雇用創出の政策、

少子高齢化対策、子育て支援策、障がい者のた

めの政策など、さまざま挙げられると思います。

せっかく経費削減や国の交付税や臨財債により

余裕が出てきたわけですから、大きな政策を打

ち出すべきではないでしょうか。 

 そこで取り上げたいのが減税であります。最

も大きな住民サービスとも言えます。市民税や

固定資産税、国保税など思い切って税率を下げ

てみてはどうでしょうか。中でも固定資産税は

市民の間では高いという意識があるようですし、

法人税は企業振興に直結するもので、将来性が

あります。国保税は特に低所得者層の生活に直

結しています。多くの市民に恩恵がある減税に

ぜひ取り組んでいただきたいと思いますが、い

かがでしょうか。 
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 また、税金だけでなくても、上下水道などの

公共料金や住民サービスを受けた際の負担金も

同じように考えられますし、別な角度からは、

今では廃止してしまったこうのとり祝金や長寿

祝金などの復活もあるのではないでしょうか。

挙げれば切りがありませんが、これまで財政難

に協力していただいた市民への恩返しの意味も

含め、検討すべきではないかと思いますが、市

長のお考えをお聞かせ願います。 

 ２点目は、タスの底地取得についてでありま

す。 

 まず、９月補正で対応しなければならない明

確な理由は何かということであります。タスは

長井のシンボル的存在であり、公共性も高く、

現在ではなくてはならない存在と言っていいと

思います。建設当初からも、平成13年における

資産取り扱いの際の経緯からも長井市や山形県

が深くかかわってきたことは事実ですから、底

地取得はやむを得ないことだと思っております。

商工会議所の負担を取り除かなくてはならない

とも思っております。 

 しかし、一方では、「タスに仕事やお客さん

を奪われた」、「タスがなかったらもっと経営

が楽だったのに」などと、タスの存在そのもの

をよく思っていない市民もたくさんいるのも事

実であります。だからこそ慎重に丁寧に進めて

いかなければならない、市民の間に誤解が生じ

かねないと思うのであります。 

 しかし、これまでこの問題を避けるかのよう

に具体的な議論を進めてこなかったし、市長の

考えも具体的に示してこなかったこのような状

況下で、なぜいきなり９月補正で対応しなけれ

ばならないのか、私にはわかりません。なぜ昨

年度でも来年度でもない今なのか、明確に示し

ていただきたいのですが、財政課長、いかがで

ありましょうか。 

 また、商工会議所の運営はどのように改善さ

れるのかということも明確でないと思います。

総務・文教常任委員会協議会でも申し上げまし

たが、今回、長井市がタスの底地を取得する目

的は商工会議所の健全な運営を図ることとして

いますが、取得することで運営はどう変わるの

でありましょうか。取得の目的の部分が明確で

ないままでは我々はしっかりとした判断ができ

ないと思うのですが、商工観光課長、いかがで

ありましょうか。 

 次に、商工会議所と商工会では何が違うのか

についてであります。 

 「長井市程度の経済規模で商工会議所を運営

するのには無理がある」とか、「商工会に組織

替えすべきだ」などの話を聞く場合がありまし

た。勉強不足で申しわけないと存じますが、商

工会議所と商工会では何が違ってくるものなの

でしょうか。経営そのものが楽になるものなの

か、会員や役員の負担が減るものなのか、行政

とのかかわりが違ってくるのか、その内容次第

では今後、長井商工会議所も組織変更があり得

るのかどうか、商工観光課長に伺うものであり

ます。 

 タスの底地取得については、企業立地基金を

廃止して、その財源に充てることがあわせて提

案されていますが、これもまた丁寧に説明しな

いと誤解を招くことになりかねないと思います

ので、市長にご答弁いただきたいと思います。 

 年度末でもない９月の補正で長期債繰上償還

をし、財政調整基金に積み立てもし、同時に企

業立地基金を廃止してしまうやり方は、いささ

か強引ではないでしょうか。廃止のかわりに新

たな企業振興のための基金の創設を考えている

とのことですが、それはどのようなものなのか、

具体的に示さなければ不安が残ると思います。

現在の基金と比べどのような違いがあるのか、

内谷市長からご説明を願いたいと存じます。 

 ３点目の質問に移ります。 

 火災時の水利確保についてであります。 

 私は、消防団員として５年ほどさまざまな経
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験をさせていただきましたが、ことしの成田地

区で発生した火災の消火活動で強く感じたこと

があります。それは水利の確保が困難であった

ことです。消防団員にとって火事場に少しでも

早く到着し、安全を確保しながらいち早く放水

し火を消すというのが目標であり、そのために

訓練や操法大会に参加しております。少しでも

早く消火できたときは、達成感と団員としての

誇りで胸がいっぱいになるものです。 

 しかし、野川橋付近で発生したことし１月の

火災も、工業団地で発生した６月の火災も、素

早く現場に到着したにもかかわらず、なかなか

水利を確保できないもどかしさがありました。

もう少し早く放水できていればと悔しい思いが

残りました。消火栓がない、河川の水量が少な

いと感じた２つの火災でしたが、他地区と比べ

てこの地区はどうなのか、消防主幹に伺います。 

 また、工業団地における火災については、あ

わや大惨事というところで消火いたしましたが、

大きな企業が隣接する工業団地において、火災

を発生させない努力はもちろんのこと、発生し

てしまった場合の水利確保は最重要課題である

と思います。私が６月の火災で感じた現状では、

行政としてはまだまだ不備があるのではないか

と思いました。企業立地の観点からもセーフテ

ィーネットの充実は優先事項と思われますが、

市長はどのように考えるか、お答え願いたいと

思います。 

 防火水槽や河川も、また重要な水利となりま

す。ただでさえ混乱している火災現場で防火水

槽を探し当てるのは困難ですし、水位が少ない

河川での給水も、また大変な作業となります。

そこで現場で慌てることのないように、日ごろ

の消防団活動の際、近隣の防火水槽の確認や河

川の水位の状況などの確認作業をするように、

また、その点検をするように促してはいかがで

ありましょうか。特に第１分団はその必要性が

高いと思っております。 

 また、消火栓取り扱いの訓練を促すことも大

切ではないでしょうか。私自身、ある程度消火

栓の位置は把握しているものの、実際にホース

を消火栓につなげて放水したことはありません。

接続方法、専用工具の使い方、放水時の注意点

など、班ごとにでも訓練しておけば、いざとい

うときに役立つと思いますので、あわせて消防

団活動として促してみてはいかがでしょうか。

消防主幹にお聞きし、壇上からの質問とさせて

いただきます。 

 ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

○町田義昭議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 おはようございます。 

 我妻議員のご質問にお答えいたします。私の

方からは、３点ほどご質問いただいております

ので、順次お答え申し上げます。 

 まず、第１点目の財政がよくなったのならば

減税すべきではないかということでございます。 

 我妻議員もおっしゃいましたように、長井市

の財政状況はまだ健全化したとは言える状況じ

ゃないということは３月の定例会でも我妻議員

といろいろ議論させていただいたというふうに

思っております。ただし、最悪の状況は脱して、

明らかに次の段階には来たということは申し上

げております。 

 各地区の座談会等でも、「財政がよくなった

から何でもできる」ということは一切言ってお

りませんし、実績を強調したいと、「私が頑張

って財政をよくしたんだ」ということは必ずし

もそういうことで言っておりませんし、過去10

年間、前市長含めて市民の皆様のご協力をいた

だいてよくなりつつあるんだということを申し

上げておりますので、そこは自分の実績を強調

したいがためにそういうことを申し上げている

んではないと。 

 むしろ一番大切なことは、「お金がなくて何

もできないんだ」という市民のあきらめとか失

望、あるいは市の職員が、残念ながら人もいな
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し、お金もないからできないということでどう

も消極的になってるんじゃないかと。そのため

の意識改革を図りたいということで、財政はよ

くなったということを言ってるのでありまして、

これはぜひご理解をいただきたいというふうに

思います。 

 まず、財政がよくなったならば減税すべきと

のご質問でございますけども、長井市におきま

しては、例えば個人市民税の所得割でございま

すが、地方税法で規定されました標準の税率

６％で課税しております。また、固定資産税も

標準税率の1.4％で課税しております。全国的

に見ますと、個人市民税所得割につきましては

ほとんどの市町村が標準税率を採用しておりま

して、超過税率採用団体は現在のところ夕張市、

これが6.5％、また豊岡市の6.1％の２団体のみ

ということでございます。また固定資産税も、

全国1,728団体のうち1,566団体、90.6％が標準

税率を採用してる状況でございます。 

 ただし、法人市民税の法人税率につきまして

は、標準税率が12.3％ですが、長井市では制限

税率の14.7％で課税しております。これは全国

的には標準税率と超過税率の採用団体は50％ず

つ、半々ということになっておりますが、長井

市のような地方の小都市におきましては超過税

率を採用している団体が多い傾向にございます。 

 さらに国民健康保険税でございますけども、

平成22年度の被保険者１人当たりの調定額、課

税額でございますが、これを見ますと、長井市

は県内の13市の中で10番目に低い水準にあると

いうことでございまして、長井市は、特に置賜

の中では米沢、南陽に比べれば随分安いという

ふうに言えると思います。この税率を下げるこ

とは、もちろん議会の議決を得ることができれ

ば可能でございますけども、いっときの財政状

況で判断して税率を下げてしまっては、逆に今

度上げるときに、もとに戻すときに容易ではな

いということから、慎重に判断しなきゃいけな

いというふうに思います。 

 例えば名古屋市あるいは東京杉並区のような

ところは減税を実際やったり、あるいは検討し

たりということはございますが、杉並区の山田

前区長は「何とか減税、できるだけ区民税を取

らないようにしたい」と、「それが行政として

の一番の目的だ」ということもおっしゃってま

すが、杉並区は、いわゆる財政調整基金、もう

2,000億円以上ある団体であります。そういっ

たところと長井市のような、ようやく数百万円

から２億円、３億円苦労して積んできた団体と

はちょっと違うんじゃないかというふうに私は

思っておりますし、むしろ財政が好転したと判

断できるのであれば、まずは今までできなかっ

た事業、これは我妻議員もおっしゃってますが、

市民の要望にこたえられなかった事業、市民に

我慢していただいた事業の復活などを優先し、

次に財政の柔軟性を図るために財政調整基金や

減債基金などの積み立てを行っていくべきと考

えております。 

 通常、例えば市民税、固定資産税等が減った

場合、標準税率に対して国の方でいわゆる交付

税措置があるわけです。しかし、税率を下げた

場合は、その措置がありません。ですから減税

だということで１億円下げてしまったら、その

１億円は国では面倒は見ませんということです

ので、やっぱり税というのは慎重に考えなきゃ

なりませんし、税金の使い方を議会の皆様から

いろいろご指導、ご審議いただいて行政運営を

私ども当局側として図っているわけでございま

すので、それについては慎重に考えなきゃなら

ないと思ってます。 

 次に、２点目の新たな企業振興のための基金

とは何かということでございますが、これは昨

日の安部議員、また髙橋孝夫議員にも詳しく答

弁いたしましたので簡潔に申し上げますと、確

かに今この時期に基金を廃止するということは

いかがなものかという議論は当然あってしかる
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べきだと思いますが、残念ながら企業立地基金、

日鍛バルブのときの創設、平成12年、13年から

全く使われてない基金であります。平成20年で

すか、少し改正しまして一部、外からの企業だ

けじゃなくて市内の企業も使えるようには改正

したんですけども、まだまだやはり不十分だと

いうふうに思ってます。 

 そして残念ながら、いろいろ呼びかけている

んですが、来年の３月まで使う予定が立たなか

ったと、要は、まだそのまま寝かせてるという

ことでありますので、できれば今回タスの底地

を一般財源すべてで買いますと確かにまだ残る

んですが、予定では7,000万円ぐらいの余裕し

かなくなってしまうということでございまして、

これは昨日説明したとおりでございます。 

 そんなことから、１億2,000万円を一たん繰

替で使わせていただくことによって２億円近い

財源をとりあえず確保できてるという状況でご

ざいまして、そして新たに今度の３月定例会で

さらに充実した、昨日申し上げましたように土

地の取得や設備投資、また立地企業の、あるい

は市内の企業も含めてですが、環境整備、そし

て雇用を創出するためのようないろんな制度を

設けた充実した制度と基金を設けていきたいと

いうふうに思っております。企業誘致というの

は、目的ではなくて、これは手段であります。

あくまでも一番重要なのは、雇用をいかにして

守るか、あるいは創出するかということが目的

でありますので、そういった観点に立った基金

条例等々の整備を行いたいと思ってます。 

 最後に、３点目の災害時の水利確保について

ということで、私の方からは、消火栓の設置状

況に不備はないかという点でございます。 

 まず初めに、１月の５日に発生した住宅火災

では、厳寒強風下の中での長時間の消火活動、

これは我妻議員を始め消防団員の皆様には心よ

り感謝申し上げたいというふうに思っておりま

す。６月の工場火災については、早朝の火災に

もかかわらず多くの消防団員の皆様から出動い

ただきまして、４時間にわたる長時間の消火活

動をしていただいたことに重ねて厚くお礼を申

し上げたいと思います。 

 質問いただきました消防水利整備に不備があ

るのではないかという件についてでございます

けれども、まず成田の工業団地、今あかしあ産

業団地でございますが、これは農村地域工業等

導入促進法に基づき農工制度が昭和46年に設立

されまして、農村地域の工業導入、農村地域で

の雇用拡大を目的に進められた農工団地である

という今までの経過がございます。企業が立地

を申し出た場合に工業用地を確保し提供を行っ

ていると、それまでは農地だということでござ

います。いわゆる土地開発公社あるいは市が造

成して分譲した団地ではないということが大き

な特徴だと思います。 

 企業がこの農工団地に工場等を建設した場合、

いろんな特典があるわけなんですけども、ご質

問の消防水利につきましては、企業が工場等を

建設したときの用地が3,000平米以上の土地開

発となった場合は、都市計画法に基づき消防水

利について消防同意を得ていただいた企業にお

いて消防水利の基準による消防用水利の設置を

お願いしてると。ですから立地する企業が開発

行為に基づいて、都市計画法に基づいて消防用

のいろんな設備を設置する義務が生じたという

ことで、そのままずっと現在に至ってるわけで

ございます。 

 このたび火災が発生した工場については、一

定規模に達してなかったということから土地開

発行為の適用を受けていなかったのですけども、

付近には消火栓３基が設置されており、水道配

水管の口径により１基が有効でございます。ま

た、市内には野川、白川を源流とした河川が流

れておりまして、一定の水利の確保がされてい

ると思っております。農工団地の西側には芳野

川も流れており、止水板等も設置されながら、
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水量の少ないときに有効な水量を得られるよう

な措置もなされている状況でございます。 

 それから、成田の芳野地区についてでござい

ますが、野川橋付近、芳野地区については、我

妻議員ご指摘のとおり消防水利が設置されてい

ない地域でありますので、今後、消防水利の設

置について考慮しなければならないと考えてお

ります。 

 消火栓については、水道の配水管が布設され

ておりませんので、設置はできません。すなわ

ち水道を使ってない地域だということで、地下

水が豊富だということだと思いますけども、こ

のたびの火災が発生した地域に限らず、長井市

全域の消防水利の設置状況についても決して充

足率が高いと言える状況ではありませんので、

今後、計画的に整備してまいりたいと考えてい

るところでございますが、過去10年間ぐらいで

考えても、財政が厳しいということで一時凍結

した時期がございました。ようやく三、四年前

から年次計画で１年間に２基、３基、そういっ

た形で設置してる状況でございますので、確か

に今までは随分不備だったと、これから努力し

てまいりたいと思います。 

 私の方からは以上でございます。 

○町田義昭議長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 ９月補正で対応しなければ

ならない理由は何かとのご質問にお答えいたし

ます。 

 今回の補正に土地購入費を計上しました大き

な理由としまして、１つには、７月２日付で商

工会議所の方から提出されましたタス底地の買

収についてという要望書に、今年10月までの売

買の実現が強く希望されておりましたことと、

それから２つ目には、市が今回予算化したこと

を受けて、初めて県や金融機関も商工会議所が

受けている制度資金、27年度までの予定ですが、

これの延長に応じてくれることになるだろうと

いうことで、このたびの補正計上といたしたも

のであります。以上です。 

○町田義昭議長 齋藤理喜夫商工観光課長。 

○齋藤理喜夫商工観光課長 お答えいたします。 

 １点目の商工会議所の運営はどのように改善

されるのかにつきましては、先日、市長の方か

ら答弁をさせていただいた内容と重複いたしま

すが、商工会議所の方から提出を受けました会

館運営特別会計の見通しによりますと、長期借

入金の残額を23年度から15年返済ということに

変更してもらうというふうなこと等を前提とい

たしまして計算されております。それによりま

すと、平成21年度、商工会議所一般会計からの

繰出金が1,600万円であったわけなんですが、

借入金の最終年度の37年度で700万円ぐらいに

なるというふうなことでございます。現在の繰

出金の約半額程度になるというふうなことで考

えてございます。 

 次に、商工会議所と商工会の違いというふう

なことでございますが、設立の経過にも出てく

るわけですが、商工会議所が大都市を中心にし

て自発的に設立されたと。その動きを商工会議

所法として法制化したというふうな流れになっ

てございます。一方、商工会の方は、そういっ

たふうな商工会議所の動きを見ながら、国全体

として商工会の設立を図ったというふうな、法

的な商工会法として整備をしたというふうな違

いがございます。 

 その経過の中で、商工会議所自体は、基本的

にはそれぞれの地域の中での独立した活動を行

うというふうなこと、それから商工会につきま

しては、上部組織といたしまして山形県商工会

連合会というのがございます。この指揮系統と

いいますか、の流れの中でそれぞれの商工会が

活動するというふうなことになります。 

 そういったふうな経過もございまして、例え

ば商工会の部分では、事務局長を配置するかど

うか、それから職員の体制、これにつきまして

も連合会としての基準でもって配置をするとい
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うふうなことになっているようでございます。

職員につきましては、県の連合会で採用された

職員が各商工会を転勤するというふうな形にな

ります。 

 経営が楽になるのか、あるいは会員や役員の

負担が減るのかというふうなことでございます

が、白鷹町商工会の方に問い合わせをいたしま

したところ、基本的に会費としては一律１万

6,000円というふうになってございます。ただ

し、商工会議所につきましては資本金割、従業

員割等の区分がございまして、１口2,000円で

計算をするというふうなことになってございま

す。それからいきますと、最低で8,000円で、

現在のところ最大としては50万円程度になって

いるというふうなことでございます。平均いた

しますと、２万6,000円程度の会費になってい

るというふうなことでございます。これからい

きますと、若干、商工会議所の方の会員の負担

が高いというふうなこと。 

 それからもう一つは、加えて商工会議所の場

合、特別会費というのがございます。これにつ

きましては、会頭、副会頭等々の役員の負担金

といいましょうか、そういったふうなものを支

払わないといけないというふうなことでござい

まして、こうした部分につきましては、商工会

議所としては枠組み的に負担が大きいというふ

うなことが言えるかと思います。ただ、経営が

楽になるのかというふうなことで考えますと、

事業所会員が減っている、あるいは厳しい状況

だというふうなことから考えますと、総体とし

ては、同じような状況にあるのでないかという

ふうに思われます。 

 それから、今の点の部分と重複するかと思い

ますが、商工会自体は基本的には経営改善事業

をメーンにするというふうなことでございます。

こちらにつきましては県の補助等が入るという

ふうなことでございます。それは、商工会議所

におきましては中小企業相談所という同じく枠

組みでやるわけなんですが、そういった部分を

メーンにするというふうなことでございまして、

補助対象の事業を中心にするというふうなこと

からしますと、商工会の方がある意味では事業

費的には安定した内容になる可能性が高いかな

というふうに考えます。 

 それから、３点目の行政とのかかわり方につ

きましては、それぞれ地元の市町村と連携しな

がら事業をやっていくというふうな一般的な状

況等を考えられます。基本的に違いはないとい

うふうに考えてよいのではないかというふうに

思います。先ほど申し上げました商工会にしま

しても、経営改善事業のほかに地域総合振興事

業というふうなことで枠組みとしてはあります。

それぞれの商工会が各市町の方と連携をしなが

ら同じような事業をやっていくというふうなこ

とであれば、機能的には同じものが考えられる

というふうなことでございます。 

 ただし、先ほど申し上げました商工会議所の

設立の当初の意義から申しますと、例えば長井

市の中で長井商工会議所がどんなふうに展開を

していくかというふうなことは、ある意味では

フリーハンドの状態になるというふうなことで、

「経済団体としてのリーダーシップを持ってそ

れぞれのまちに必要なことをやろうというふう

なことであれば、やはり商工会議所としての展

開がいいだろう」というふうなお話につきまし

ては、白鷹町の商工会の事務局長の方から伺っ

たところでございました。以上でございます。 

○町田義昭議長 矢久保 浩消防主幹。 

○矢久保 浩消防主幹 おはようございます。 

 我妻議員から質問がありました件につきまし

て、４点だったと思いますけども、その質問に

関してお答えを申し上げたいというふうに思い

ます。 

 第１点目の消火栓がない、河川の水量が少な

いと感じているが、他地区と比べてどうかとい

う件でございますが、長井市内の消防水利の設
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置状況について、３年ごとに実施しております

消防施設実態調査、これ21年度にしたものです

が、その結果等についても、あわせて報告させ

ていただきたいというふうに思います。 

 この報告内容については、まず、人口１万人

以上とする市街地を構成するところの中央地区、

また平野地区の一部を含めたところですが、そ

こでは41.8％、それから人口1,000人以上とす

る密集地、この実態調査では準市街地と言って

おりますが、致芳地区では40.4％、それから草

岡、勧進代地区では26.3％、川原沢、寺泉地区

では45％、平山、九野本地区では14.5％、時庭、

泉地区28％、歌丸地区で31.5％、今泉地区

42.4％、伊佐沢地区23％、その他の人口1,000

人未満の住居等が散居している地域、そういっ

たところにおきましては58.1％で、市内全域で

は現在37％としたような充足率となってござい

ます。 

 また、議員から質問あった、このたびの工業

団地内の火災ということで、その区域なんです

けども、工業専用地域としたところでは、そこ

の充足率、ただいま市長から答弁ありましたよ

うに、開発行為等で設けられた水利も含めまし

て今現在につきましては45.5％といったような

状況になってございます。 

 また、もう１点の地区ごとに河川の水量が少

ないのではないかという件につきましては、各

地区ともに消火栓がめぐらされているところに

は止水板を設けて有効な水量を得るための措置

がなされているところが多々ございます。この

たび火災があった地区においても、芳野川の方

にそういった止水板の措置等がなされておりま

して、そういった措置がなされているというと

ころでございます。 

 また、やはり火災等が発生した場合、有効な

水量を早くその地区に送っていただくような各

地区には水門を管理している方々もおられると

思いますので、地区ごとにそういった形のとこ

ろも確認しておく必要があろうかというふうに

思います。 

 それから、防火水槽及び河川の利用について

ということで、ここで３点ほど、災害現場の混

乱している中で防火水槽を探すのは大変困難で

あると。これにつきましては、過日開催されま

した総務・文教常任委員会協議会の方でも資料

を提出させていただいたとおり、現在、市内全

域で消火栓は440基、防火水槽については153基、

防火水槽というものは極端に少ない状況になっ

ているところでございます。特に中央地区では

消火栓が174基に対しまして防火水槽が８基と

いうような状況で、ほとんど消火栓に頼ってい

るというような形になろうかというふうに思っ

ております。 

 防火水槽または消火栓、そういったところの

消防水利については、標識等、そういったもの

を設置して明示しているところでございますが、

現在に至ってすべてに設置されているという状

況ではございません。また、風化等によって大

分見づらい標識になっているところも現実にご

ざいます。平成21年度から、わずかではござい

ますが、標識等も整備しながら設置しているよ

うな現況でございます。 

 それからあと、１分団はやはり他地区とすべ

て隣接してるというようなことで、他地区への

災害出動、そういったものも多分にある。そう

いった中で、やはり他地区に行ったときにはな

かなか水利の場所がわからないというところが

あると思います。そんな中で、発生した地区の

消防団員の皆さん、またはその地区の自主防災

会、または地区民の方、火災現場に集中するこ

ととしたことではなくて、有効な水利、そうい

ったところのものをその地区内の方々が一番よ

くわかってるわけでございますので、後着隊に

対しての有効な水利のところへの誘導など、そ

ういった体制などもこれから考えてまいりたい

というふうに思っているところでございます。 
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 それから、少ない河川で給水が大変だという

件でございますが、ただいま申し上げたとおり、

まず、水門等の管理をしている方と調整を図り

ながら早く現場の方に水を送っていただくとい

うことが肝要と思います。 

 それからあと、消防機材関係でございますが、

水位がなく、一定の水量がある水利から有効に

給水するディスクストレーナーという、１基12

万円くらいするものなんですけども、そういっ

たものの機材、これは消防ポンプ自動車の方に

はすべて整備されております。そのようなこと

の機材関係も今後、順次計画的に整備をしてま

いりたいというふうに考えております。 

 それからあと、消防団活動の一環として水利

調査などの実施についても促してはという意見

でございますが、消火栓、防火水槽の設置がさ

れている場所の確認というのは、まず基本的な

ことだと思います。また、河川については季節

によって大分流量等も異なってきますので、各

分団ごとに管轄する地域内の調査について今後、

幹部会等も通じながらそのような形もお願いを

してまいりたいというふうに思います。 

 それからあと、消火栓を使用したときの訓練

ということですが、これについては、やはり地

域によっては大分圧力の高い地域もございます。

そういったところを急激な開封をすることによ

って配水管自体に損傷を与える場合、または長

い間、使われてない消火栓についてはさび水等

が大分たまっております。そのさび水によって

消防ポンプの基幹部分に影響を与えるようなこ

ともございます。そういったところも含みなが

ら、毎年行われております機関講習の講習内容

にも取り入れながら今後実施をしてまいりたい

というふうに考えているところでございます。

以上でございます。 

○町田義昭議長 ３番、我妻 昇議員。 

○３番 我妻 昇議員 ご答弁ありがとうござい

ました。 

 意外と時間もないんで、３番目の消防水利の

ことをちょっと触れたいと思いますが、成田の

工業団地じゃないですね、産業団地と言った方

がいいですね。３基のうち実際使えるのは１基

なんですね。３基あっても、１つ使うと２つは

つながっていて細い管なんで、残り２つは使え

ないと。１つ使うと使えないということは、実

質１基でありまして、やはり住宅街と違って火

災が大規模になると思うんですよね、そういう

ところは。 

 なんで、やはり私としては、本当に水がなか

ったという記憶で、もうちょっとあれば、もう

少し被害が少なくて済んだんではないかななん

ていうふうに後悔というんでしょうか、残って

るもんですから、今、充足率が45.5％、この産

業団地周辺ではということだったんで、それが

高いものなのか、低いものなのかというのがま

ずわからないんですよね。平均では37％という

ことで、地区によって大分開きがあったようで

すけども、それがまずまずの数字なのか、大分

低い数字なのかということはどうですか、その

産業団地においての充足率または全体的な37％

という充足率というのは、他市町村と比べてど

うなんですかね。その辺は消防主幹、わかりま

すか。 

○町田義昭議長 矢久保 浩消防主幹。 

○矢久保 浩消防主幹 お答えいたします。 

 他地区との関係では、現在、長井市、白鷹町、

飯豊町、小国町、そういった形のところのやは

り同じような21年度の実態調査からいきますと、

白鷹町では全体的には55％、飯豊町では27％、

小国町では52％といったような係数が現在出て

おります。 

 それからあと、農工団地、そういった形のと

ころの水利状況でございますが、飯豊町の東山

工業団地というところもありますが、そこも、

さきにお答え申し上げたとおり行政側で設置す

るというようなことはなく、やはり開発行為に
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応じて設置しているというような現状でござい

ます。工業団地のところの充足率はどうだとい

う、そこまでちょっと私のところの手元資料ご

ざいませんので、その辺については現在ちょっ

とわかっておりません。以上でございます。 

○町田義昭議長 ３番、我妻 昇議員。 

○３番 我妻 昇議員 今後、企業誘致または現

在そこにいらっしゃる企業の方々のセーフティ

ーネットを網羅するという観点で、やはり私と

しては不備があるのではないかなというふうに

思います。私が挙げた３基のうち１基使うと２

つ使えないというのも問題ですし、できれば３

基あるのならば全部使えるような手だてをして

いただくように、ぜひご検討願いたいというこ

とと、充足率が地域によって、地区によって大

分違うわけですが、どの程度が適当なのかって

難しい判断だと思いますけれども、今後の整備

計画というものをきちっとつくっていってはい

かがかと思うのですが、市長、いかがでしょう

か。 

○町田義昭議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 我妻議員がおっしゃるように、きちっとまず、

実態調査が不十分なところがございますので、

しっかり調査した後に、やはり地域の消防団の

皆様あるいは地区の方からの詳細な聞き取りな

どもしながら、100％に近づけるように努力し

たいと思ってます。先ほど申し上げた中では、

平野地区は比較的少ないんですが、ただ、それ

は水路とかが山村地域だということであると思

います、地域の特徴があるのかなと。 

 あと工業団地については、長井は地下水が豊

富なもんですから水道を使わないと、公共上水

道を使わないということで、水道管が入ってて

も50ミリとか、要は飲料水ぐらいしか使ってな

いという実情なんですけども、やはりこれは環

境整備の一環として工業団地にも100％になる

ようにしなければならないと、そのように今後

計画を立ててまいりたいと思います。 

○町田義昭議長 ３番、我妻 昇議員。 

○３番 我妻 昇議員 地域によって大分事情が

違うわけですので、芳野地区のように水道管そ

のものがないところもありますし、工業団地の

ように地下水に頼っていて、飲み水ぐらいの管

の太さというところもあるので、総合的にもう

ちょっと見て、ぜひ整備計画を立てていただき

たいなというふうに思います。 

 消防主幹には、消防団員に促す、何かこうし

ろああしろと言うのはなかなか難しいかと思い

ますので、「こういうこともあるよ。こういう

ふうな訓練もあるんですよ」ということで、ぜ

ひ積極的に促していただきたいというふうに思

います。 

 ３番目は以上で、１番に戻るわけですけれど

も、減税すべきだというのは大分極論でありま

して、私の誤解もあったかと思います。市長は、

失望感やら消極的な考え方を払拭して、少し明

るい考え方になるようにということで促してる

んだということもあって、決して実績を強調し

てるわけではないということで、私も誤解があ

ったのかもしれません。「減税をしろ」という

ふうに言ってるわけではなくて、少しでも余裕

が出たならば、ぜひもう一回原点に立ち返って

みてはいかがかということで、いろんな政策が

あるかと思います。 

 市長も４年目の節目でありますので、ぜひ今

後、どのような政策を立てていくのかというこ

とに着手してほしいなと。そういうような道筋

というんでしょうか、を示してほしいなという

ふうに思ったからこのような質問をしたわけで、

私の質問の中にも、こうのとり祝金ですとか長

寿祝金でしょうか、というような話もちらっと

出したわけですけども、私も小さい子供がおり

まして、もう祝金もないままだったんですけれ

ども、やはり飯豊町や南陽市や、ほかの市町村

を見ますと非常にうらやましい制度があるわけ
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ですね。なので、少しでも余裕があるというと

きにはそういうのも検討に値するんでないかな

と。「ばらまき」というふうに昔言ったわけで

すけれども、そうではなくて、ちょっとした温

かみのある政策としてできるではないかなとい

う意味でありますので、もう一度、市長のご答

弁をお願いしたいと思います。 

○町田義昭議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 我妻議員がおっしゃったように、ばらまきと

は一概に言えない、例えばこうのとり祝金とか

長寿祝金などもあるというふうに思ってます。

やっぱりびっくりしたのは、例の100歳以上の

方の行方不明の方の調査の中で、都会の方の東

京とか川崎、横浜とか、ああいったところも長

寿祝金を出してるんだなと改めてびっくりしま

した。 

 ですから長井の場合は、これからどうするか

も議論をきちんと市民の皆様、そして議会と相

談しなきゃいけないと思ってますし、昨日、蒲

生光男議員からもありましたように、例えば置

賜の中で長井だけが整備されてない住宅のそう

いったリフォーム、改築のための支援とか、そ

れからさらにいろんな各種団体のさまざまな活

動に対する支援補助金とか、もうすべてと言っ

ていいほど切ってます。そうして今までやって

きたんですが、これをとりあえず来年度の予算

編成の際は、まず18年度あたりまで削った部分

を戻せないかどうか、基準を新たに設けるべき

だなと。そして特に市民活動をＮＰＯを始めや

っているところは、やはり全体の予算の枠の0.

何％かを今度は市民団体の皆さんを選んで、い

い事業には支援するような、そういった制度な

ども検討したいというふうに思っているところ

でございます。 

 なお、これからさまざまな角度から議会の皆

様を含めていろいろ議論していきたいと思いま

す。 

○町田義昭議長 ３番、我妻 昇議員。 

○３番 我妻 昇議員 タスの底地問題について

ですけれども、総務・文教常任委員会でも議論

できますので、もう残り少ないですので、ちょ

っと確認をさせていただきたいんですが、商工

観光課長に。 

 商工会議所の運営が、今後こうなるというこ

とで借りかえした場合にこうなりますよという

ことだったんですが、それは書類として紙面で

きちっと示せるものなのか、委員会までに、あ

るいは商工会議所からそのようなスケジュール

が出ているのかということ、きのうも同じよう

な話あったんですが、確認させてください。 

○町田義昭議長 齋藤理喜夫商工観光課長。 

○齋藤理喜夫商工観光課長 お答えいたします。 

 商工会議所の方から計画として上げていただ

いてございます。これにつきましては、要望の

タイミングにご提示をすることは可能でござい

ます。 

○町田義昭議長 ３番、我妻 昇議員。 

○３番 我妻 昇議員 わかりました。 

 あと、９月でなければならない理由というこ

とと、あと基金を廃止して新たな基金を創設す

るということは、市民にきちっと説明しないと

誤解を招きますということでしたので、基金な

んか特にですけれども、廃止したということが

先行してしまうこともあり得ますので、ぜひ事

あるたびにそこは丁寧に説明していただきたい

と。 

 ９月補正でなければならない理由というのが、

どうも私は腑にまだ落ちておりません。要望で

10月をめどというふうに言われたということな

んですが、それだけではちょっと弱いというん

でしょうか、どうも説明不足だなと思っており

ますので、それは常任委員会等でもう一度質問

させていただきますけれども、９月に財政調整

基金も積んで繰上償還もしてと、一方、企業立

地基金は廃止してと。９月でこれをすべて同時
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に行うというのがどうしても腑に落ちない、な

ぜなのかというところで、ぜひ今後、追及と言

うと言い過ぎですけれども、お聞きしたいと思

いますので、ぜひよろしくお願いしたいと思い

ます。 

 もう時間ですので、質問はここで終わります。 

 

 

 大道寺 信議員の質問 

 

 

○町田義昭議長 次に、順位７番、議席番号４番、

大道寺 信議員。 

  （４番大道寺 信議員登壇） 

○４番 大道寺 信議員 本定例会に当たり、通

告してあります２点について質問をいたします。 

 大きな１点目は、タスの底地買い取りについ

てであります。 

 この事項につきましては、本定例会一般質問

で多くの議員が質問しておりますので、重複し

ますが、ご理解をいただいてご答弁をお願い申

し上げたいと思います。 

 さて、タスの底地買い取りについては、タス

パークホテルを運営する商工会議所から市及び

市議会に要望書が提出され、これに対応して実

施することになったところであります。 

 要望書では、財団法人若者定住促進センター

の解散により、平成13年に山形県及び長井市か

ら商工会議所に引き受けの要請があり、この要

請を受けて購入し、９年間運営をしてきたが、

経済環境の悪化等により先行き不透明な中で取

得費用の借入金総額７億円の全額返済には相当

の時間を要することから、これまでの経過やタ

スの運営、公共施設の配置状況等を考慮し、底

地を長井市に取得してもらうのがふさわしいと

判断したことから、買い取りを要望するとのも

のです。 

 これを受け、市としては、商工会議所の運営

自体にも影響を与える可能性があることから、

地域経済の振興に資する商工会議所の健全経営

を図ることを目的として土地を取得するため提

案されたものでありますが、以下、幾つかの点

について質問をいたしますので、明確な答弁を

お願いするものであります。 

 第１点目は、市民にとって買い取りが必要な

理由は何かについてお聞きをいたします。 

 商工会議所の健全な運営を図ることを目的と

するという理由は理解できますが、タス建設は、

建設の経過とも関連し、かつて市長選挙の大き

な争点になったこともあり、それだけに市民の

皆さんからはさまざまな意見があることも事実

であります。その点からいえば、買い取り価格

２億7,800万円を一括で購入するのか、分割で

購入するのかの議論よりも、買い取りをなぜし

なければならないのかが重要であると考えます。 

 特に、市民にとって買い取りが必要な理由を

明らかにして理解を得ることが必要と考えます。

タス建設時の考え方にもさかのぼるのではない

かと思いますが、この間の地域の活性化、経済

振興等に果たしてきた役割や今後の位置づけ等

も含めて市長の見解をお聞きをいたします。 

 第２点目は、借地料の考え方と商工会議所の

経営改善計画は整合するのかについてお聞きを

いたします。 

 「買い取り後に商工会議所から借地料を徴収

することになりますが、その金額は坪4,800円

とする」との説明を受けました。この金額は現

在、商工会議所が徴収している基準と同じとな

っています。一方で、商工会議所の会館運営特

別会計は年々厳しくなっており、そのことが商

工会議所自体の運営にも影響しており、そのた

め借入金を返済するために土地の売買をしなけ

ればならないとの判断に至ったものと考えます。 

 当然、売却による借入金の返済は経営改善に

つながると思いますが、借地料の金額も経営改

善に影響するものと考えます。土地は買い取り


